
キーワード：
Keywords:

Kaバンドドップラーレーダーで観測した噴煙内部の気流構造
Fluid structure in volcanic eruption column observed by Ka-band Doppler radar
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爆発的噴火に伴う火山灰拡散・降下は、航空機の航行障害などの原因となるため、その高精度観測と予測が急
がれている。この課題については、これまで、火山噴煙モデルの研究と風による火山灰移流拡散モデルの研究
が独立になされてきた。前者は，巨大噴火の火口におけるマグマ噴出条件を与えた時に、噴煙ダイナミクスや
重力流の物理に基づいて，噴煙内の気流構造や火山灰の移流を計算する手法であるが，その計算結果を検証し
たり，観測と比較することは難しい．後者は比較的小規模な噴火において、風の影響を受けて流される火山灰
の広域拡散を再現するが、精度の良い再現のためには，確からしい初期値（噴煙濃度の三次元分布）が必要と
なる．これらの問題点を解決する方法の一つに，レーダーを用いたリモートセンシングによる噴煙の観測があ
げられる． 
これまで，通常の気象レーダーを用いた噴煙の観測例はいくつかあるが，噴煙のレーダー反射因子は降水にく
らべて小さいため，ある程度濃度の高い噴煙のみしか観測できなかった．一方，防災科研は2000年度に，降水
だけではなく雲も観測することが可能なKaバンド（35 GHz帯）のドップラーレーダーを導入した．この
レーダーを用いることにより比較的低い濃度の噴煙も観測可能で有り，かつ，電波のドップラー効果を利用し
て噴煙内の気流構造の観測が可能となることが期待された．そのような経緯から，2014年3月から6月にかけて
京都大学桜島火山観測所の黒神観測室にKaバンドドップラーレーダーを設置し，桜島の噴煙観測を行った．本
発表では，これまで気象学で用いられてきたドップラーレーダーの解析技術を噴煙に適用し，噴煙内部の気流
構造を解析した結果を報告する．
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気象レーダが火山噴煙を捉えることは1970年代から認識されていたが，定量的な噴煙の評価に関する研究は最
近になってからである．本研究では，火山噴煙の定量的推定研究に必要となる噴煙レーダエコーの微物理特性
を調べた．使用したレーダは桜島の昭和火口から南々東約11kmに設置された国土交通省の現業Xバンドマルチパ
ラメータレーダである．解析した事例は2013年8月18日（事例１）と2013年8月29日（事例２）の2つの噴火事例
である． 
事例１は噴煙高度が火口から5500mまで上がった例，事例２は噴煙エコーと降雨エコーが共存した例である．仰
角が6°のPPIスキャン観測で得られた偏波レーダパラメータの解析をおこなった．噴火直後の各偏波パラメータ
の分布パターンを見ると，反射因子（ZH）と反射因子差（ZDR）には火口付近を中心に北北西から南南東に伸び
る放射線状エコーが見られる．放射線状エコーの向きはレーダと火口を結ぶ直線の方向と一致している．これ
は送信パルスのレンジサイドロブの影響によるエコーと考えられる．水平と垂直偏波の相関係数（RHOHV）も同
様なパターンが認められる．噴火から6分後には放射線状のエコーパターンはほぼ無くなっている．噴火6分
後～24分後までの噴煙コーの変化で興味深いのはZHとZDRの変化である．ZHの強さは時間と共に弱くなるのに対
してZDRは時間と共に大きな値を持つようになっている．RHOHVは噴火14分後までは0.8～0.9の値となっている
が，24分後には値が小さくなりエコー中心では0.7～0.8，中心以外では0.5以下の値となっている．一方，噴煙
のエコーの非偏波間位相差（KDP）は他の偏波レーダパラメータのパターンとは明らかに異なっている．有意な
値が認められるのは噴火の14分後からで，その値は0.5deg/km程度と小さいが，その後，約１deg/kmまで大きな
値となった．本研究では，これらの偏波パラメータの時間変化は噴煙エコーの微物理特性の時間変化により説
明出来ることを試みた． 
噴火事例２は，事例１とは異なり大気の環境場が湿った状況にあった．噴火前に降水エコーが桜島の西で発生
し，東進して火口上空を噴火直後に通過した．気象レーダは噴火直後の噴煙エコーを捉えたが，その後，降水
エコーと混在したためにレーダ反射因子の情報からは両者を区別することが困難になった．この事例につい
て，偏波レーダパラメータの時間変化から噴煙エコーの微物理特性を推定し，降雨と降灰粒子の区別の可能性
を調べた．
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衛星赤外サウンダが計測した赤外窓領域における火山灰の輝度温度スペクトルを大気プロファイルや海面温
度・射出率、大気のガス吸収、火山灰の光学的特性を考慮することで詳細に調べた。また最小二乗法を用いた
繰り返し計算によって、火山灰の光学的厚さや有効半径・火山灰高度といった主要な火山灰パラメータと同時
に火山灰物質の光学定数（複素屈折率）スペクトルを推定した。波長10ミクロン帯における複素屈折率の吸収
特性スペクトルは火山より噴出したシリケイト物質のSi-O結合の特徴を反映しており、鉱物の種類やSiO2含有
量と密接に関係している。いくつかの火山灰データについてリトリーバル計算を行った結果、求めた光学定数
スペクトルから推定される鉱物種と、火山堆積物の組成分析によって求められていた鉱物種とがよく整合する
結果が得られた。また衛星赤外サウンダデータを用いた火山灰解析は、室内でのFTIR計測実験で報告されてい
る比較的弱い吸収帯の存在を検出することができることもわかった。 
衛星赤外サウンダの解析によって求めた光学定数スペクトルは、衛星イメージャなど他の衛星による火山灰観
測に利用することができる。赤外領域での詳細な光学定数データは特に次世代静止気象衛星ひまわり8号による
火山灰量の推定や火山灰監視に役立つと考えられる。また過去データの解析結果との比較などから火山灰物質
の変化についての情報を得ることが期待できる。
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現在，GNSS連続観測システムGEONETのデータ波地殻変動などの測量や研究に利用されている．太田 他
（2013）は，2014年7月24日に発生した桜島南岳における爆発的噴火を対象に，GPS精密単独測位法
(PPP：Precise Point Positioning)を用いて搬送波位相残差を推定し，それらから噴火に伴う顕著な位相残差
の増加を見出した． 
本研究では，他の噴火イベントを対象に同様の噴煙柱検知手法によるLC位相残差の変化を推定し，LC位相残差
が変化した要因について考察することを目的とした．対象とした噴火イベントは2015年5月29日9時59分
（UTC0時59分）に口永良部島の新岳で発生した爆発的噴火である． 
本研究では，国土地理院GEONETの観測点口永良部島においてGPS衛星データをGAMIT解析することでLC位相残差
を算出し，顕著に変化した要因について考察した．その際，人工衛星ひまわりの画像により，噴煙が一旦火山
体周辺に拡散して傘型噴煙を形成したのち，西北西－東南東方向へ流れたことを確認した．この噴煙の挙動と
GAMIT解析の結果を照合したところ，PRN18,22,26からの電波は拡散した傘型噴煙を通過して観測点に到達
し，PRN29の電波は噴煙柱を通過して到達していることが判明した． 
口永良部島観測点におけるLC位相残差はPRN18,22,26,29が顕著な変化を示した．PRN18,22,26は20数cmの増加を
示したが，PRN29は90秒後に－32cm減少，185秒後に42cm増加，350秒後にやや長時間にわたり20数cmの増加を示
した．これらの変化は，山体北東山麓で記された気圧変化の異常な変化とほぼ同期していた。火山活動に
伴ってこのように極端なLC位相残差の変動が検出されたのはこれが世界で初めての発見である． 
噴煙柱を通過したPRN29のLC位相残差における短時間（それぞれ100秒間程度）の鋭い極小と極大の原因につい
ては，噴火開始直後の映像記録や気圧計システムの通信障害のタイミングから，急速な噴煙柱の形成に伴う空
気の過膨張による急激な気圧の低下と回復および火山灰粒子の衝突による強い帯電やスパークの蓋然性が示唆
された．したがってPRN18,22,26に見られた１分間程度の増加は，PRN29の極大と同期していたことから，拡散
する傘型噴煙を通過したための，温度上昇や噴煙中の水蒸気による遅延が要因と考えられた．PRN29の長時間
（800秒間程度）のブロードな増加は，その後の長時間の噴煙傘の拡散による温度上昇または水蒸気など火山ガ
ス濃度の増加などの要因が考えられた． 
本研究では，GNSS電波のLC位相残差変動と噴煙柱の成長・発達の事象との相関を示唆したが，LC位相残差を変
化させた原因を明らかにするためには噴煙柱のダイナミクスとの関係について詳細な検討を行う必要がある． 
引用文献：太田雄策・井口正人・植木貞人,出町知嗣，2013，GNSSデータにもとづく噴煙柱検知方法の開発(序
報) -2012年 
7月24日桜島南岳火口における爆発的噴火への適用事例-，桜島火口における多項目観測に基づく火山噴火準備
過程解明のための研究，平成24年度分報告書，55-58・島田 他，1998，気象学ノート第192号，日本気象学
会，12,85,86・土屋 淳・辻 宏道，1997，新訂版 やさしいGPS測量，社会団体日本測量協
会，234,256-259,266-271
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2014年7月10日午前6時20分ごろ、九州の西にあった台風201408号のアウターレインバンドが高知県を通過する
際、高知平野の2か所で竜巻による突風被害が発生した(湯浅, 佐々, 2014)。これらの竜巻は親雲内の渦
(mc1，mc2)と対応していた (湯浅, 佐々, 2015a)。mc1の親雲は一般的なスーパーセルの気流構造とは反対向き
の特異な気流構造を持ち、親雲後方からの気流により構造が維持されるミニスーパーセルであった。また
mc2は、低気圧性シアーライン上の不安定性により発生した (湯浅, 佐々, 2015b)。しかし、渦上陸前後には
スーパーセルの特徴が見られなかった。そこで、このミニスーパーセルがノンスーパーセルにどのように遷移
していったのかについて、レーダーデータ解析により調べた。 
レーダー解析には、NICTアーカイブより取得した室戸ドップラーレーダーの極座標データを用い、気象研究所
開発のDraftを用い解析を行った。風速分布の解析には、MSMの初期値データを京都大学生存圏アーカイブより
取得し解析を行った。 
図1に渦発生後の室戸レーダーPPI画像(仰角0.4deg.) を示す。mc1発生後mc2の発生時までは図1a, bのドップ
ラー速度分布に見られるように、南西側から親雲に入り込むようなドップラー速度38m/s以上の気流が存在
し、渦中心のすぐ南側にはV字型に切込まれた弱いエコー領域が認められた。また、その周辺には40dBZ以上の
強エコー域がフック状に連なっていた。このときmc1の直径は10kmでメソサイクロンに相当していた。これらの
特徴はスーパーセルの水平断面に対応するものであるが、一般的なものとはフックエコーの向きが逆で
あった。mc2発生後の5:45 JST (図1c)には渦径を急激に縮小させていた。渦の南側の強エコー域は親雲である
強エコー域から離れ、フックエコーの形態は崩れた(図1c)。さらに渦上陸後(6:21 JST, 図1d)は南側の強エ
コー域は完全に衰弱していた。親雲周辺のドップラー速度分布には、東側が西側に比べて南風成分が強い低気
圧性シアーが見られた。ここでは示していないが、MSMの6:00JST初期値の地上風速分布にはアウターレインバ
ンド西側の南西風に比べ東側の南風が強い低気圧性シアー環境場にあることを示していた(湯浅, 佐々,
2015b)。 
mc1付近の鉛直断面図を図2に示す。渦発生直後(図2a,b)はmc1周辺にヴォールト状構造が明瞭に確認できる。し
かし南西側からヴォールトに向かう30m/s以上の強い気流は5:41JSTにはすでに弱まりつつあった。mc1の渦径が
縮小した5:45 JST(図2c)にも強風域は残っていたが、反射強度にはヴォールト構造が見られず、エコー頂の位
置もmc1からはずれていた。渦上陸後の鉛直断面(図2d)では、渦の西側に比べ東側のドップラー速度が強い低気
圧性水平シアーは見られたが、スーパーセルの特徴は完全に失われていた。 
このようなことから、mc1発生時の親雲は、後方からの気流の流入でメソサイクロンとヴォールト構造をもつミ
ニスーパーセルの形態であった。その後、親雲後方からレインバンドに向かう気流の流入が弱くな
り、スーパーセルの形態が崩れた。しかし、レインバンド内の低気圧性水平シアーによって2つの渦は上陸まで
持続した。すなわち、一般に知られているノンスーパーセル竜巻の発生過程(Wakimoto and Wilson, 1989) と
異なり、ミニスーパーセルが衰退した後アウターレインバンド内の水平シアーにより渦が持続される特異な特
徴を示していた。
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火山噴火に伴って放出される火山灰は、地上の広範囲に降り積もるだけでなく、風に流されて長期間にわたり
空中を漂う。航行中の航空機が火山灰雲に遭遇すると、機体の損傷やエンジン停止といった重大事故につなが
るおそれがあるため、火山灰雲の位置や高度の情報は航空機の安全運航に必要不可欠となっている。地球上の
広い範囲を均質に、かつ連続的に観測することができる静止気象衛星は、火山灰雲を監視するための重要な手
段の一つである。 
気象庁では平成27年7月より、次世代静止気象衛星ひまわり８号の運用を開始した。また、平成28年中には
バックアップとなるひまわり9号の打ち上げが予定されている。これらに搭載されている放射計（AHI）は、こ
れまでのひまわり6号・7号（MTSAT-1R, 2）のものと比較して大幅に向上した観測性能を持つ。観測波長帯数が
5バンドから16バンドと大幅に増強されたのに加え、水平解像度がほぼ2倍に高解像度化し、全球観測頻度が
60分ごとから10分ごとに向上した。さらに日本周辺の領域では、2.5分ごとという高頻度観測が実現してい
る。この高解像度・高頻度観測によって、火山噴火に伴う噴煙や急速に発達する積雲など、比較的スケールが
小さく変化が早い現象の観測が可能となった。 
火山灰の電磁波吸収強度の波長依存性を利用することで、衛星観測データから火山灰雲を検出することができ
る。さらに数値予報データや海面水温データなどと組み合わせることで、火山灰雲の高度や光学的厚さなどの
見積もりが可能である。16バンドに増強されたひまわり8号観測データを活用することによって、火山灰雲検知
や高度推定における精度向上が期待される。 
本講演では、ひまわり8号による火山噴煙等の観測事例を紹介するとともに、衛星観測における火山灰検出の基
本原理とそれを応用した火山灰RGB合成画像について解説する。また、火山灰雲高度や光学的厚さといった物理
量を算出した衛星火山灰プロダクトについても簡単に紹介する。
 

火山灰雲、リモートセンシング、静止気象衛星、ひまわり8号
volcanic ash clouds, remote sensing, geostationary meteorological satellite, Himawari-8
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火砕噴火後のテフラ分布調査の現状と課題
Current state and problems of field examination concerning tephra dispersal after
pyroclastic eruptions
 
*宮縁 育夫1

*Yasuo Miyabuchi1

 
1.熊本大学教育学部
1.Faculty of Education, Kumamoto University
 
テフラの分布や噴出物量は火砕噴火の様式や規模を決定する上で重要な要素である．しかしながら，その調査
方法は極めて古典的であり，しかも高精度のデータを得るためにはさまざまな問題点が存在する．本発表で
は，筆者がこれまで霧島火山や阿蘇火山等で行ってきた噴火発生直後のテフラ調査の事例を紹介して，その実
態を報告するとともに，浮かび上がってきた問題点を提示する． 
霧島火山新燃岳2011年噴火は最近10年間ではわが国において最大級の噴火であった．1月26日～27日には複数回
の準プリニー式噴火が起こり，20 km以上離れた地域にまでテフラが飛散した．筆者は噴火発生直後に調査を行
うとともに，数か月経過してからも追加調査を実施したが，堆積物が比較的よく保存されており，詳細なテフ
ラ分布が把握できただけでなく，細分した降下ユニットごとの追跡と対比も可能であった．とくに1月26日夕
方～27日朝にかけての準プリニー式噴火に関しては，層厚分布と最大粒径分布の主軸方向が異なっていること
も見出され（Miyabuchi et al., 2013），このことは噴煙シミュレーション結果（Suzuki et al., 2013）とも
調和的であった．しかしながら，筆者は2.5 kmより遠方域でしか調査を行えなかったため，算出された噴出物
量が他の調査事例に比べて1桁少ない値であった．噴火直後に火口近傍域において層厚や単位面積重量の測定が
できないことにより，算出される噴出物量が過小評価されるという大きな問題点が判明した． 
阿蘇火山中岳では，1989～1995年の活発な活動の後，湯だまりと呼ばれる火口湖が形成されるなど比較的穏や
かな状態が続いていたが，2003年のごく小規模な噴火から2014年以降の本格的なマグマ噴火まで，さまざまな
規模の噴火が発生し，そのたびごとに噴出物調査を行う機会があり（Miyabuchi et al., 2008），テフラ調査
に関する実践力を高めることができた．まず2003年頃には直径10 cm程度の火山灰採取容器を多地点に設置して
火山灰の採取を試みたが，径が小さくて捕捉率が低く，実用に耐えないことが判明した．実際，2003年7月の小
噴火時には人工物上に堆積した火山灰を採取する方が効率的であることに気づいた．しかし，人工物がない場
所に関しては，植物の葉に付着した火山灰が確認できるくらいで，全般的には新たに堆積した火山灰の認定が
難しいという問題にも直面した．一方で，2004年1月には積雪が存在する状態での降灰調査を経験し，そうした
状況下では微量の火山灰でも採取可能であることがわかったが，降雪のない地域や春から秋の噴火ではこの方
法での火山灰認定は難しい． 
中岳における2014年11月からの本格的なマグマ噴火では，活動開始直後に人工物上に堆積した火山灰を40箇所
以上で採取して何本かの等質量線を描いて，最初期の火山灰分布と噴出物量を見積もることができた．しか
し，その後も小規模な火山灰噴出が継続したため，ある期間だけの火山灰を分離して採取することの難しさを
痛感して，同年12月上旬には降灰トラップ（直径25 cmの火山灰採取容器）による調査に切り替えた．降灰ト
ラップはできるだけ多くの地点や方向に設置することが望ましいが，回収する労力に限界がある．そこで，ト
ラップの位置や数をどのように設置するかを模索し，阿蘇火山中岳で発生するような小規模噴火で効率的に火
山灰分布と噴出物量を把握できる火山灰観測網を考案した． 
そうした降灰観測システムは構築できたが，火山灰回収作業が道路網に規制されるという問題点も浮き彫りに
なった．中岳のように，多くの場合風下側となる火口東方域が山岳地域で登山道しかないような場合には現地
調査に大きな制限を受ける．徒歩での回収も考えたが，一人での調査でもあるので，時間的にも労力的にも無
理であった．さらに，噴火の危険性等により火口近傍のトラップは回収できない事例も多々あった．実際に1
kmよりも遠方域だけのデータを使用した際と火口近傍域のデータも使用して算出した噴出物量を比較した結
果，平均して後者が前者の1.4倍の量になることがわかった．また，2015年10月23日噴火のようにほとんど無風
状態の場合，火口近傍域にしか堆積物が分布しないという珍しい事例（1 km以遠のトラップでは火山灰が捕捉
できない事例）もあった．同年9月14日発生の火砕密度流堆積物も火口近傍域にしか分布しておらず，同じよう
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な状況であった．こうしたことは，霧島火山新燃岳噴火の事例と同様に，火口近傍域において噴出物データが
取得できるかどうかで，その後の噴出物量計算結果に大きな影響を与えることを示している． 
以上述べたように，噴火直後のテフラ調査には多くの課題が存在するものの，現地調査に基づく方法でしか噴
出物の分布や量を把握できないというのが現状である．しかし，火口近傍調査時の安全上の問題は将来的にも
解決が難しいため，今後は噴煙シミュレーション結果と比較できる事例を数多く積み重ねていくとともに，噴
煙シミュレーション技術の発展を期待したい．
 

火砕噴火、テフラ分布、噴出物量
pyroclastic eruption, tephra dispersal, eruptive volume
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火砕物密度流・降下火砕堆積物の解析にもとづく御嶽山2014年噴火の再構築と物理量推定
Reconstruction and estimation of physical parameters of a phreatic eruption on 27
September 2014 at Ontake volcano, Central Japan, based on pyroclastic density current and
fallout deposits
 
*前野 深1、中田 節也1、及川 輝樹2、吉本 充宏3、小森 次郎4、石塚 吉浩2、竹下 欣宏5、嶋野 岳人6、金子
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The phreatic eruption at Ontake volcano on 27 September 2014, which caused the worst volcanic
disaster (58 deaths and 5 missing persons) in Japan in the past half-century, was reconstructed
based on observation of proximal pyroclastic density current (PDC) and fallout deposits. Witnesses’
observations were also used to clarify the eruption process. The deposits are divided into three
major depositional units (Units A, B, and C) which are characterized by massive, extremely
poor-sorted, and multimodal grain-size distribution with 30–50 wt.% of silt to clay component. The
depositional condition was initially dry but eventually changed to wet. Unit A originated from
gravity-driven turbulent PDCs in the relatively dry, vent-opening phase. Unit B was then produced
mainly by fallout from a vigorous moist plume during vent development. Unit C was derived from wet
ash fall in the declining stage. Ballistic ejecta continuously occurred during vent opening and
development. As evidenced in the finest population of the grain-size distribution, aggregate
particles were formed throughout the eruption, and the effect of water in the plume on the
aggregation increased with time and distance. The lithofacies and grain-size characteristics of the
poorly-sorted deposits observed in the proximal area are similar to those of mudflows or fallout
tephra from past phreatic events. It is important to understand the similarity of the deposits when
we interpret this type of poorly-sorted deposit solely based on geological records. Using
geological records, witness observations, and a theoretical approach, the physical parameters of
the Ontake eruption can be constrained. Based on the deposit thickness, duration, and grain-size
data, the particle concentration and flow velocity for three PDC lobes in the initial phase were
estimated to be 2 ×10−4 to 2 ×10−3 and 24–56 m/s, respectively, applying a scaling analysis using a
depth-averaged model of turbulent gravity currents flowing down slopes. The tephra-thinning trend
shows a steeper slope in the proximal area than on the trends of similar-sized magmatic eruptions,
indicating a large tephra volume deposited over a short distance owing to the wet dispersal
conditions. The Ontake eruption provided an opportunity to examine the deposits from a phreatic
eruption with a complex eruption sequence that reflects the effect of external water on the
eruption dynamics. Further studies may enable to quantitatively evaluate the major factors that
caused the many casualties and severe damage to buildings near the eruption source.
 

水蒸気噴火、御嶽、火砕物密度流、降下火砕物、粒径分布
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御嶽山2014年水蒸気噴火における火山灰粒子の輸送と再懸濁：花粉センサーデータからの推定
Transport and resuspension of ash particles from the 2014 phreatic eruption at Ontake
Volcano, inferred by pollen sensor data
 
*三輪 学央1、長井 雅史1、川口 亮平1

*Takahiro Miwa1, Masashi NAGAI1, Ryohei Kawaguchi1
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Behavior of ash particle from explosive eruptions is considered to influence many environmental and
economic factors (e.g., Rose and Durant, 2011). Field survey on eruptive deposit have been
performed to evaluate the behavior of ash particles and obtain ground truth for numerical
simulation and satellite observation during explosive eruption (e.g., Gudmundsson et al. 2012).
However, it is generally difficult to reconstruct timing and strength of ash transport from the
field survey for small phreatic eruption, because ash deposit by such small eruption is easy to
suffer reworking by wind and rain water. So, method which can detect ash particles in situ is
favorable to infer the behavior of ash particles during the small phreatic eruption. 
 We examined time series data of pollen sensor to infer the transport and resuspension of ash
particles from the 2014 phreatic eruption at Ontake volcano. The pollen sensor has been developed
for in situ detection of pollen particle which causes allergy. The pollen sensor (PS2 by Shinyei
technology Co. Ltd) is laser optical analyzer for particle matters, and consists of one light
emitter and two light receptors. The particles are introduced into the chamber, and shot by linear
polarized light emitted by the light emitter. The number of particles introduced into the chamber
by intake of air are counted from the number of outputs recorded by a receptor every second. The
combination of output voltage from the two receptors brings in a polarization factor (PF)
reflecting shape of the particle matter. The polarization factor of pollen and water drop with
spherical shape are higher (around 0.3 and 0.8) than that of soil particle from Kanto plain (around
0) (see HP of Shinyei technology Co. Ltd). 
 We analyzed pollen sensor data recorded by NTT Docomo Ltd from September 21th to October 19th,
2014 with a sampling frequency of 1 Hz at Kaida-kogen site which locates 11 km away from the summit
of Ontake volcano. To remove the particle counts due to pollen and water drop, we recalculated
hourly counts of particles having < 0.3 of polarization factor. Strong noise of the particle count
prevents us to insight into behavior of ash particles in other 150 pollen sensor sites around
Ontake volcano. 
 The time series of pollen sensor data from Kaida-Kogen allows us to infer the transport and
resuspension processes of ash particles from the phreatic eruption. We find a sudden increase of
the hourly count of particle matter with low polarization factor changing from few tens to maximum
value of 5355 particles at 12:00-13:00 September 27th. Because the onset of the 2014 phreatic
eruption at Ontake is 11:52 Sep 27th, we consider that unusual supply of particle matter by the
eruption causes the sudden increase. In detail, count value by ten minutes interval provides
maximum value of the count 80 minutes after the phreatic eruption. So, transport velocity of ash
particles can be estimated to 2.3m/s which is comparable with velocity of local wind around the
Ontake volcano. After the sudden increase, the particle count gradually decreases with some
fluctuations, and becomes few particles per hour within 1 week. The fluctuations are well
correlated with temporal variation of wind velocity in Kaida-Kogen, showing wind blowing induces
resuspension of ash particles. Because the wind direction at the fluctuation are randomly oriented,
we consider that ash particles on the leaf, tree and load around pollen sensor were resuspended by
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the wind blowing. Finally, we conclude that pollen sensor data can be used to evaluate behavior of
ash particles even in small phreatic eruption.
 

火山灰粒子、花粉センサー、水蒸気噴火
Volcanic ash, Pollen sensor, Phreatic eruption
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新燃岳2011年噴火にともなう火山灰雲の再現性に関する初期粒径分布の検討
An examination of the impact of initial size distribution of volcanic ash particles on
volcanic ash transport simulation in the case of Sinmoe-dake eruption 2011
 
*橋本 明弘1、鈴木 雄治郎2、新堀 敏基1、石井 憲介1

*Akihiro Hashimoto1, Yujiro Suzuki2, Toshiki Shimbori1, Kensuke Ishii1

 
1.気象庁気象研究所、2.東京大学地震研究所
1.Meteorological Research Institute, Japan Meteorological Agency, 2.Earthquake Research Institute,
The University of Tokyo
 
気象庁非静力学モデルをもとに開発された噴煙−降灰モデルを用いて、2011年1月26-27日新燃岳噴火にとも
なって生じた火山灰雲を再現し、衛星観測データによる検証を行っている。この中で、火口上空での火山灰放
出率は、火山灰粒子の粒径と放出高度の関数としてモデル化されており（火山灰供給源モデル）、火山灰雲の
再現性はこれに強く依存することが分かっている。従来の供給源モデル(Suzuki, 1983, Shimbori et al.,
2010)は、横風による噴煙の形状変化を無視し、噴煙内部の速度プロファイルを単純な関数で表した上で初期粒
径分布を与え、火山灰粒子の粒径・空間分布の確率密度を決定していた。これを適用した火山灰輸送シ
ミュレーションの結果は、火山灰雲の再現性に改善の余地があり、その原因が、横風と噴煙の力学的相互作用
を無視している点にあることを強く示唆していた。そこで、横風をともなう環境条件のもとで、噴煙ダイナミ
クスを考慮した３次元噴煙シミュレーションを行い（Suzuki and Koyaguchi, 2013）、横風と噴煙の力学的相
互作用を反映した粒子の空間分布を再現した。これに、従来と同じ初期粒径分布を与えることで、新たな供給
源モデルを作成した。新しい供給源モデル適用した火山灰輸送シミュレーションの結果、火山灰雲の再現性は
従来に比べて改善された。現在、さらなる改善を目指し、初期粒径分布について検討している。供給源モデル
で仮定している初期粒径分布の分散を、従来の2倍にして火山灰輸送シミュレーションを行ったところ、火山灰
雲の再現性が向上した。供給源モデルにおける粒径分布に対する火山灰雲の応答について調べた結果を発表す
る。 
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降灰予測モデルの検証のための太陽電池発電量を利用した降灰量推定
Estimation method of tephra deposition using photovoltaic power generation data for model
validation of tephra fall simulation.
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2015年3月より気象庁は日本の火山を対象に新しい降灰予報の提供を開始し、その予測モデルの精度検証もいく
かの噴火事例において実施されている（Hashimoto et al 2012, 新堀ほか 2014）。しかし、国内火山の噴火に
対して降灰量の測定は地点数が限られ、時間間隔も日/月積算値と粗く予測モデルの検証に不十分である。その
ため、衛星や気象レーダーによるリモートセンシングを用いた予測の検証は盛んに実施されているが、大気中
の火山灰輸送の時間変化や分布を評価できるが量的な議論は難しい。これらのことから、時間・空間的に高解
像度・高密度な地上における降灰量データの取得が必要とされている。近年、太陽電池モジュール上に堆積す
る土壌や火山灰による発電量の低下が報告されており、堆積量と発電量の低下率に線形な関係があることが報
告されている（Kaldellis and Kapsali 2011）。発電量データの多くは数分程度でモニタリングされてお
り、また太陽光発電所はすでに数多く導入されている。つまり、発電量データから降灰量を推定することがで
きれば、高い時間・空間解像度で降灰量データが得られる可能性がある。 
本研究では、この関係を利用し太陽光発電量データを利用した降灰量の推定の構築を目的とする。今回は初期
段階として先行研究で見られた火山灰の降灰量と発電効率の低下率について調査し、降灰量と発電量の低下率
を利用した降灰量推定手法の利用可能性について検証を行った。2013年7月における鹿児島県桜島の噴火事例を
対象とし、その北側に位置する霧島市における太陽光発電量データと降灰量観測データを利用した。 
太陽光発電量、日射計による日射量はそれぞれ5分間隔で測定し、降灰量は臨時で6回期間の積算値として観測
を行った。ただし、降灰量の観測間隔は不定期で実施された。また、本研究では発電量として短絡電流（Isc
）を利用する。本来は電流と電圧の積が発電量であるが、太陽電池モジュールにおける電圧はモジュールの温
度によって変動するため、温度に影響がないIscを利用した。 
その結果、太陽電池モジュール上への降灰による発電効率の低下が見られた（図）。7/8から7/18まで断続的な
降灰があり、発電効率が平均して10%低下し、最大で20%の減少が確認された。その後再び降水により火山灰が
洗い流され、7/19には発電効率は降灰以前の値まで回復した。このような発電効率の低下は他の月でも確認さ
れ、発電効率が20%以上低下した事例は2013年において72日確認された。 
この結果から、桜島の火山灰による太陽電池モジュールの発電効率の減少を確認することができた。当日
は、鹿児島県で実施している日降灰量データを利用した複数年における発電効率の低下事例について発表する
予定である。 
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ミーライダーを用いた火山観測としては、酒井ほか(2014)のような火山灰の高度分布の解析例はあるが、対流
圏内の火山灰の粒径分布に着目した報告例はまだ多くない。一方、ドップラーライダーではエーロゾルからの
散乱光をスペクトル解析することにより大気の風分布を推定するが、青木ほか(2015a,b)ではスペクトル強度分
布を混合ガウス分布モデル（GMM）で近似することにより雲粒・雨滴の信号を抽出、粒径分布を推定する試みを
行っている。この考え方を応用すれば、火山灰の粒径分布の推定も可能ではないかと考えられる。 
気象研究所では鹿児島地方気象台との地方共同研究「桜島噴火に伴う降下火山レキによる被害軽減のための研
究」の一環として、2015年3月25-26日に桜島にて測風ライダー（ドップラーライダー、以下WPL）による風の観
測を行った。この観測期間中には計32回の噴火が観測されており、火山灰を含む大気の流れを観測していたこ
とから、この結果を元にWPLのスペクトル解析による粒径分布推定を試みた。 
まず、WPLで観測されたスペクトル分布をGMMで近似し、解析されたモード毎の中心ドップラー速度Vrを算出し
た。次に、Vrと平均場の水平風・鉛直風を用いて火山灰の落下速度VFを推定した。このVFが新堀ほか(2014)で示
された火山灰の終端速度と一致すると仮定してモード毎の代表粒径を推定した。ここで平均場については局地
モデル(LFM)の客観解析値を使用した。データの検証には領域移流拡散モデル(RATM)にLFMを入力した予測した
WPL観測点上空の火山灰粒径分布との比較を行った。 
3月26日14:50-15:00JSTを対象とした事例解析では、WPL、RATMいずれも0.1mm付近に粒径の頻度のピークを
持っており、両者は概ね整合的であった。ただし、WPLからの推定では粒径分布の幅が広く、20mmを超えるよう
なモードも解析されていた。これはスペクトルに含まれるノイズが十分に除去できていなかったことが主な原
因と考えられるが、その他にも平均場の定常性の仮定が十分に成立するかどうかや客観解析値と実際の平均場
との差が粒径の推定に与える影響についても検証が必要と考えられる。また、検証のためにはモデル以外の観
測値との比較も必要であろう。 
実際の火山周辺でのWPLによる観測にあたっては機器への降灰対策など留意すべき点も多いが、可搬性や下層の
風観測が可能であるという利点もあり、どのように活用できるかについて考慮する価値はあるものと考える。
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